
 

 1

ネットワーク分析手法による日本企業間の取引関係ネットワークの構造分析 
Application of Network Analysis Techniques for Japanese Corporate Transaction Network 
 

 

杉山 浩平† 本田 治† 大崎 博之† 今瀬 真† 

SUGIYAMA Kouhei，HONDA Osamu，OHSAKI Hiroyuki，IMASE Makoto 

†大阪大学 大学院情報科学研究科 〒565-0871 大阪府吹田市山田丘 1-5 
 
 

In recent years, several social activities have been shifting to networked virtual society called Cybersociety because 
of rapid advancement of network technologies. For designing and realizing a new service in Cybersociety, it is crucial 
to fully investigate desired structure of commercial transactions and circulation activities among customers in 
Cybersociety. For this purpose, it must be fruitful to investigate the structure of business relationships among existing 
corporations in real society, which are believed to be working effectively. In this paper, by utilizing a corporate 
information database, we first build a corporate transaction network based on dealings information among Japanese 
companies. We then investigate what structure the corporate transaction network has by applying several 
network-analysis techniques, which have been widely used for analyzing various social networks. Consequently, we 
show that the average distance of a corporate transaction network is approximately 4.01 – 5.36，and that it has 
scale-free property with a power-law index of 2.06. We also show that our proposed structural superiority index of a 
corporate transaction network is greatly related with market capitalization. This indicates that value of each node is 
likely to be estimated from the only topological structure of the corporate transaction network. 
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1．はじめに  

近年，ネットワーク技術の発展により，さま

ざまな社会活動が急速にネットワーク上に移

行しつつある．これにより，ネットワーク上に

仮想社会  (サイバーソサイエティ ) が形成され

ると考えられる（今瀬・大崎・松田 , 2005）．サ

イバーソサイエティ上では，さまざまな商取引

や流通行為が行われると予想されるが，これら

の効率性および利便性を向上できる，新しいサ

ービスの実現が求められている．   

サイバーソサイエティ上の新しいサービス

を実現するためには，サイバーソサイエティ上

でのさまざまな商取引や流通行為が，どのよう

な構造を持つべきかを明らかにすることが重

要である．サイバーソサイエティ上での取引関

係は，個人と個人，個人と企業，もしくは企業

と企業など，多様な形態を取ると考えられる．  

このため，サイバーソサイエティ上において，

さまざまな社会活動が円滑に行われるような， 

個人や企業間の取引関係の構造を明らかにす

ることが有用であると考えられる．そのような

取引関係の構造が明らかになれば，サイバーソ

サイエティ上で，有能な個人との取引関係の提

供や，サイバーソサイエティ上での企業の成長

の予測といった，さまざまなサービスの可能性

が広がると期待できる．しかし，サイバーソサ

イエティ上で，取引関係がどのような構造を持

てば良いかは，これまでほとんど明らかにされ

てない．  

サイバーソサイエティ上で，個人や企業間の

取引関係がどのような構造を持てば良いかを

知るためには，まず，現実社会において有効に

機能している取引関係の構造を明らかにする

ことが有用であると考えられる．例えば，現実
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社会における企業間の取引関係が，どのような

構造を持っているかを分析することにより，サ

イバーソサイエティ上での個人や企業間の取

引関係が持つべき構造に関して知見を得るこ

とができると考えられる．   

近年，人と人の交流によって構築されるネッ

トワーク  (ソーシャルネットワーク ) に関する

研究がさかんに行われている（Davis, Yoo, and 

Baker, 2003 ； Holger, Lutz-Ingo, and Stefan, 

2002；Granovetter, 1983）．また，WWW のハイ

パーリンクや論文の共著者関係など，現実のさ

まざまなネットワークの構造を分析する，ネッ

トワーク分析と呼ばれる研究もさかんに行わ

れている（Watts, and Strogatz, 1998；Barabasi, 

Jeong, Neda, Ravasz, Schubert, and Viesek, 

2002；Albert, and Barabasi, 2002）．例えば文献

（Watts, and Strogatz, 1998）では， 映画俳優の

ネットワーク  (映画俳優同士の競演関係 ) の特

徴を明らかにしている．映画俳優のネットワー

クでは，任意の俳優間のネットワーク距離が小

さく，ネットワークがクラスタ構造を持つこと

が示されている．また文献（Barabasi, Jeong, 

Neda, Ravasz, Schubert, and Viesek, 2002）では，

数学の共著者関係ネットワークの特徴を明ら

かにしている．数学の共著者関係ネットワーク

では，一つの論文に対する共著者が  3 人程度

と少なく，ネットワークがクラスタ構造を持つ

ことが知られている．  

これらのソーシャルネットワークに共通す

るのは，ネットワークの構造がランダムネット

ワークとは大きく異なる性質を持つというこ

とである．例えば，ネットワーク距離が小さい

クラスタ構造を持つ  (スモールワールド ) とい

う性質（Watts, and Strogatz, 1998）や，ノード

の次数分布がべき法則に従う  (スケールフリ

ー ) という性質（Barabasi, and Albert, 1999）を

持つことが指摘されている．  

ソーシャルネットワークが，ランダムネット

ワークとは異なり，スモールワールドやスケー

ルフリーと呼ばれる性質を持つ理由について

も，数多くの研究がなされている（Jin, Girvan, 

and Newman, 2001；Dorogovstev, Mendes, and 

Samukhin, 2000；Albert, and Barabasi, 2002；

Newman, 2003）．例えば文献（ Jin, Girvan, and 

Newman, 2001）では，ソーシャルネットワーク

の特徴を再現できる，単純なネットワーク生成

モデルを提案している．このモデルの特徴は，

(1) 人間関係の多い人ほど，新しく人間関係を

持ちやすい， (2) 人間関係を維持するためには

コストがかかるため，一人の人間が持てる関係

の数には上限がある， (3) 人間関係は時間とと

もに減衰する  (ある程度時間が経過すれば消滅

する )，というものである．  

これらのように，現実に存在する，さまざま

なソーシャルネットワークの構造や，ソーシャ

ルネットワークが有する特徴を再現するモデ

ルに関する研究は多数行われている．しかし，

現実に行われている個人や企業間の取引関係

をネットワークとしてとらえた時，それがどの

ような構造を持っているかは，これまで十分に

明らかにされていない．  

そこで本稿では、現実社会における企業間の

取引，提携，共同開発，役員派遣などさまざま

な関係の中でも，特に取引関係に着目する．ま

ず，現実の企業間の取引情報をもとに，企業間

の取引関係ネットワークを構築する．さらに，

ソーシャルネットワークの分析に用いられて

いる，ネットワーク分析手法を適用することに

より，企業間の取引関係ネットワークがどのよ

うな構造を持っているかを明らかにする．  

具体的には，まず，企業情報データベース（日

本経済新聞社，2004）より，現実の企業間の取

引関係の有無に関する情報を入手し，企業間の

取引関係ネットワークを構築する．その後，ノ

ード数，リンク数，平均次数といったネットワ

ークの基本的な特性を明らかにする．また，ネ

ットワーク分析手法を適用することにより，企

業間の取引関係ネットワークの，平均距離，ク

ラスタリング係数，次数分布，スペクトル密度，

構造的優位性を明らかにする．その結果，企業
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間の取引関係ネットワークの平均距離は  4.01 

～  5.36 であり，べき指数  2.06 のスケールフ

リー構造を持つことを示す．また，企業間の取

引関係ネットワークの構造的優位性は，企業の

株価指標および収益財務指標と大きく関係し

ていることを示す．  

本稿の構成は以下の通りである．まず  2 章

で，企業間の取引関係ネットワークを定義する．

さらに，企業情報データベースから，企業間の

取引関係ネットワークをどのように構築した

かを説明する．3 章では，企業間の取引関係ネ

ットワークの平均距離，クラスタリング係数，

次数分布，スペクトル密度，構造的優位性を分

析する．これにより，ランダムネットワークや

その他のソーシャルネットワークと比較しな

がら，企業間の取引関係ネットワークが持つ構

造を議論する．最後に，4 章で本稿のまとめと

今後の課題を述べる．  

 

2．企業間の取引関係ネットワーク  

本稿において，企業間の取引関係ネットワー

クとは，各企業間の取引関係の有無を表現した

ネットワークである．一般に，各企業は，商品

やサービスをその他の企業と売買することに

よって，さまざまな商取引や流通行為を行って

いる．そこで，企業間の取引関係ネットワーク

では，各企業をノードで表し，企業間の取引関

係の有無  (商品やサービスの売買の有無 ) をリ

ンクの有無で表現する．  

取引関係ネットワークの例を図  1 に示す．

図  1 のように，企業  A や企業  B をノード  A 

やノード  B として表現し，企業  A と企業  B 

間，もしくは企業  A と企業  C 間の取引関係を，

ノード  A とノード  B 間のリンク，もしくはノ

ード  A とノード  C 間のリンクで表現する．こ

のように，企業間の取引関係をネットワークと

して表現することで，企業間の取引関係の構造

を分析することが可能となる．  

図  1．  企業間の取引関係ネットワークの例  

 

ここで，現実の取引関係における，ノード  (企

業 ) やリンク  (企業間の取引関係の有無 ) の情

報をどのように入手するかが問題となる．ノー

ドの情報は，企業名一覧などから容易に入手で

きる．一方，リンクの情報は，各企業が公開し

ている会社概要等に掲載されている，主要取引

先一覧などの情報から入手することも考えら

れる．しかし，各企業の会社概要の様式は統一

されておらず，また，必ずしも電子化された会

社概要が公開されているとも限らないため，リ

ンク情報の入手は容易ではない．  

そこで本稿では，企業情報データベース（日

本経済新聞社，2004）より，現実の企業間の取

引関係に関する情報を入手し，企業間の取引関

係ネットワークを構築した．この企業情報デー

タベースは四半期ごとに発行されており，日本

の上場企業約  3,700 社のデータが収録されて

いる．このデータベースには，企業名，総資産，

資本金，株価，設立年月日，従業員数などの基

本的な情報に加えて，各企業の主要取引先一覧

の情報が含まれている  (図  2)．  
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図  2．  企業情報データベース  [12] に含まれ

ているエントリの例  

 

この企業情報データベースにエントリが存

在する各企業を，取引関係ネットワークのノー

ドに対応させた．また，主要取引先一覧の情報

より，取引関係ネットワークのリンクを生成し

た．なお，この企業情報データベースに含まれ

る主要取引先一覧の情報では，商品やサービス

の売買の流れ  (キャッシュフローの向き ) は厳

密に区別されていない．このため，取引関係ネ

ットワークは無向グラフとして表現した．これ

は，企業  A の主要取引先に企業  B が含まれる  

(つまり，企業  A →  企業  B に取引が存在す

る ) 場合，逆に，企業  B →  企業  A にも取引

が存在すると考えられるからである．本稿では，

データベース中に，他の企業との取引関係に関

する情報が含まれていない企業  (リンクを持た

ない孤立ノード ) は削除している．  

なお，企業情報データベースには，各企業の

すべての取引先は掲載されておらず，主な取引

先のみが掲載されている．このため，本稿で構

築した企業間の取引関係ネットワークでは，各

企業のすべての取引関係を表現しているので

はなく，各企業の主要取引関係を表現している

ことに注意されたい．現実には，すべての企業

について，すべての取引先に関する情報を正確

に入手することは非常に困難であろう．企業情

報データベースに含まれる主要取引先一覧は，

取引関係のうち代表的なものを表していると

考えられるため，企業間の取引関係ネットワー

クの基本的な構造を明らかにするために有用

であると考えられる．  

このようにして構築した，企業間の取引関係

ネットワークの例を図  3 に示す．この図は，

企業情報データベース（日本経済新聞社，2004） 

の  2005 年第一四半期のデータを用いて構築

したものである．この図より，企業間の取引関

係ネットワークは巨大なクラスタを形成して

いることが分かる．なお，2004 年第一四半期

から  2005 年第一四半期のデータを用いて構

築した，企業間の取引関係ネットワークの基本

的な特性を表  1 に示す．この表から分かるよ

うに，ノード数  N  は  2,066 ～  2,099，平均次

数  k  は  4.52 ～  4.58 の値を取っている．また

表中には，ネットワーク距離  A  およびクラス

タリング係数  C  の値も示しているが，これら

の値の意味については  3 章で説明する．また

比較のため，ノード数  N  および平均次数  k  
が等しい，ランダムネットワークのネットワー

ク距離  randA  およびクラスタリング係数  randC  

もあわせて示している．表中には，映画俳優の

ネットワーク（Watts, and Strogatz, 1998 ），数

学の共著者関係ネットワーク（Barabasi, Jeong, 

Neda, Ravasz, Schubert, and Viesek, 2002），物理

学の共著者関係ネットワーク（Newman, 2001），

企業の取締役ネットワーク（Davis, Yoo, and 

Baker, 2003），および電子メールネットワーク

（Holger, Lutz-Ingo, and Stefan, 2002）の基本的

な特性もあわせて示している．  

【設立】1932.5【決算期】3 月 (中配 )有  
【発行済】131,948 千株  
【総資産】375(410)億円 (04.9 中 ) 
【株主資本】363(376)億円  
【1 株株主資本】275 円 (285 円 ) 
【株主資本比率】96.8％ (91.6％ ) 
【資本金】345(345)億円 (04.9 中 ) 
【利益剰余金】▲12(1.42)億円  
【ROE】予▲1.8％ ▲3.0％  
【有利子負債】7.48(23)億円  
【金融収支】― (0.06)億円  
【減価償却】0.92(1.45)億円  
【設備投資】予 1.00 0.72 億円  
【研究開発】予― 0 億円  
【営業 CF】▲ 0.94(11)億円  
【投資 CF】7.60(▲13)億円  
【財務 CF】▲ 3.79(0.95)億円  
【現金・同等物】8.27(17)億円  
【株主】 (04.9)単元株主 32,773 名  
特定株  25.8％  浮動株  19.3％   
〈金融  7.5(3.5)％  投信 0.0(0.0)％   
法人  17.5(34.5)％  外国  1.0(1.3)％〉  
日証金 ,プロスパー ,コンフィルメ ,インベスト ,松井証券業

務口  
【上場】1949.5 □東京② ,  大阪 2 
【従業員】 (04.9)単独 128 名 (38 歳 ) 
【取引先】三井金属 ,三菱マテリアル ,日鉱金属 ,徳力本店 ,
田中貴金属  
【銀行】東京三菱  
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図  3．  企業間の取引関係ネットワーク  (2005 

年第一四半期 ) 

 

表  1． 企業間の取引関係ネットワークおよび

ソーシャルネットワークの特性  

 

3．ネットワーク分析  

本章では，2 章で構築した，企業間の取引関

係ネットワークを分析し，企業間の取引関係構

造が持つ特性を明らかにする．以下では，企業

間の取引関係ネットワークの構造を分析する

ために，ネットワーク分析手法のうち，平均距

離，クラスタリング係数，次数分布，スペクト

ル密度，構造的優位性に着目した解析を行う． 

 

3．1 平均距離  

まず，企業間の取引関係ネットワークの平均

距離  A  を求める．これにより，企業間の取引

関係ネットワークにおいて，企業と企業がネッ

トワーク的にどのくらいの距離を持つのか，つ

まり，それぞれの企業が，どの程度密接に取引

関係を持っているのかを調査する．  

ノード数を  N  とすると，ネットワークの平

均距離  A  は次式で定義される（Lovejoy, and 
Loch, 2003）．  

 
1

1 1(1)

1
( 1)

N N

ij
i j

i j
N N

−

= =
≠

≡
− ∑ ∑A A        (1) 

ここで， ijA  は，ノード  i  からノード  j  へ

の最短経路の長さである．  

ノード数  N ，平均次数  k  とすれば，ラン

ダムネットワークの平均距離  randA  は，  

 
ln
lnrand

N
k

A ∼               (2) 

と な る こ と が 知 ら れ て い る （ Albert, and 

Barabasi, 2002）．このため，もし企業間の取引

関係ネットワークがランダムネットワークで

あれば，ネットワークの平均距離は，およそ  

5.07 (2005 年第一四半期の場合 ) となると考え

られる．企業間の取引関係ネットワークの平均

距離  A  を表  1 に示す．例えば，2005 年第一

四半期における取引関係ネットワークの平均

距離は  4 01= .A  である．図  4 に，これらのネ

ットワークのノード数と平均距離の関係を示

す．図中には，ランダムネットワークの平均距

離を点線で示している．  

これより，企業間の取引関係ネットワークの

平均距離  A  は，ランダムネットワークの平均

距離  randA  より小さいことがわかる  (図  4)．ま

た，平均距離  3.36 ～  5.36 は，平均次数が同

程度の数学の共著者関係ネットワークと比較

すると，小さな値となっている  (表  1)．これは，

企業間の取引関係ネットワークでは，数学の共

著者関係ネットワークのようなソーシャルネ

ットワークと比較して，企業がより密接に関連

していることを示唆している．  
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図  4． 企業間の取引関係ネットワークの平均距

離  (点線はランダムネットワークの場合 ) 

 

3．2 クラスタリング係数  

次に，企業間の取引関係ネットワークが，ど

の程度クラスタ構造を持っているかどうかを

調査する．すなわち，各企業が特定のグループ

を構成し，そのグループ内で閉じた取引関係を

構築しているのか，もしくは，そのようなグル

ープ構造が存在しないのかを調査する．そこで

本稿では，企業間の取引関係ネットワークのク

ラスタリング係数を求める．  

クラスタリング係数とは，ネットワークの中

で，ノードがどの程度クラスタ構造を有してい

るかを示す指標である．具体的には，各ノード

間に経路長が  3 の閉路が存在する比率であり，

ネットワーク全体のクラスタリング係数  C  
は次式で定義される．  

 
1

1 N

i
i

C C
N =

≡ ∑              (3) 

ここで， iC  はノード  i  のクラスタリング係

数であり，次式で定義される．  

 
2
( 1)

i
i

i i

EC
k k

≡
−

            (4) 

上式において， ik  はノード  i  の次数である．

iE  は，ノード  i  から，ノード  i  が隣接して

いる  ik  個のノードを介して，再びノード  i  

に戻る経路の総数である．  

ノード数  N ，平均次数  k ，リンクの接続確

率  p  とすれば，ランダムネットワークのクラ

スタリング係数  randC  は，  

 rand
kC p
N

= =             (5) 

と な る こ と が 知 ら れ て い る （ Albert, and 

Barabasi, 2002）．このため，もし企業間の取引

関係ネットワークがランダムネットワークで

あれば，ネットワークのクラスタリング係数は，

およそ  0 0021C = .  (2005 年第一四半期の場

合 ) となると考えられる  (表  1)．企業間の取引

関係ネットワークのクラスタリング係数  C  
を表  1 に示す．例えば，2005 年第一四半期に

おける取引関係ネットワークのクラスタリン

グ係数は  0 072C = .  である．図  5 に，これら

のネットワークのノード数とクラスタリング

係数  (正確には，クラスタリング係数  C  を平

均次数  k  で正規化した値 ) の関係を示す．図

中には，ランダムネットワークのクラスタリン

グ係数を点線で示している．  

これより，企業間の取引関係ネットワークの

クラスタリング係数  C  は，ランダムネットワ

ークのクラスタリング係数  randC  よりも一桁

ほど大きいことが分かる  (図  5)．これは，企業

間の取引関係ネットワークでは，ランダムネッ

トワークと比較すれば，ノード  (企業 ) がより

グループ構造を有していることを意味してい

る．しかし，映画俳優のネットワークや数学の

共著者関係ネットワークといった，その他のソ

ーシャルネットワークと比較すれば，クラスタ

リング係数の値はそれほど大きくはない  (表  

1)．これはつまり，企業間の取引関係ネットワ

ークは，その他のソーシャルネットワークと比

較して，よりグループ構造を持たない  (特定の

企業集団で閉じたネットワークを構成しない ) 
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傾向があることを意味している．  

図  5． 企業間の取引関係ネットワークのクラス

タリング係数 (点線はランダムネットワークの

場合 ) 

 

3．3 次数分布  

次に，企業間の取引関係ネットワークの次数

分布に着目する．つまり，企業間の取引関係ネ

ットワーク中のノード  (企業 ) が持つ取引関係

数の偏りを調査する．これにより，企業間の取

引関係ネットワークには  (その他の企業と大量

の取引関係を有する ) ハブとなる企業が存在す

るかどうか，また，ネットワークがスケールフ

リー構造を持つかどうかを明らかにする．  

ノードの次数分布は，ノードの次数分布関数  
( )P k  によって決定される．ここで  ( )P k  は，

ネットワーク中のノードをランダムに選択し

た場合，そのノードの次数が  k  である確率で

ある．  

ノード数  N  が大きい時，平均次数  k  であ

るランダムネットワークの次数分布関数  ( )P k  

は，近似的に次式のポアソン分布に従うことが

知られている（Albert, and Barabasi, 2002）．   

 ( )
k

k kP k e
k

−

!
�            (6) 

一方，現実のソーシャルネットワークの多く

は，ランダムネットワークとは異なり，スケー

ルフリー構造を持つことが報告されている

（Strogatz, 2001）．つまり，次数分布関数  ( )P k  

の裾野部分が，次式のようなべき乗則に従うこ

とが報告されている．  

 ( )P k k γ−∼              (7) 

ここで， γ  は定数であり，「べき指数」と呼

ばれる．これまで報告されているスケールフリ

ーネットワークの多くは，べき指数  γ  が  2.0 

～  3.4 の値を取ることが知られている（Albert, 

and Barabasi, 2002）．   

企業間の取引関係ネットワークの次数分布  

(2005 年第一四半期の場合 ) を  図  6 に示す．

図  6 では，ノードの次数  k  を変化させた時の，

次数分布関数の推定値をプロットしている．図

中には，ランダムネットワークの次数分布関数

を点線でプロットしている．  

これにより，まず，企業間の取引関係ネット

ワークの次数分布は，ランダムネットワークの

ポアソン分布とは大きく異なっていることが

分かる．また，次数分布関数  ( )P k  の裾野部分

がべき乗則に従っていることが分かる．例えば，

企業間の取引関係ネットワークでは，平均次数  

k  が  4.52 ～  4.58 であるにもかかわらず，次

数が  100 以上  (つまり，取引関係数が  100 以

上 ) のハブとなる企業が少数ながらも存在して

いることが分かる．回帰直線によってべき指数  
γ  を推定した結果， 2 06γ = .  であった．これ

より，企業間の取引関係ネットワークはスケー

ルフリー構造を持つことが分かる．  

図  6． 企業間の取引関係ネットワークの次数分
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布  (点線はランダムネットワークの場合 ) 

 

3．4 スペクトル密度  

次に，企業間の取引関係ネットワークのスペ

クトル密度に着目する．これにより，企業間の

取引関係ネットワークのトポロジがどのよう

な特性を持っているかを明らかにする．  

スペクトル密度は，ネットワークのトポロジ

構造を解析するために用いられる指標である

（Aguiar, and Bar-Yam, 2005）． まず，ノード数

が  N  であるネットワークの接続行列を  A  

とする．つまり， A  は  N N×  の正方行列で

あり，行列の各要素  ija  は，ノード  i  および

ノ ー ド  j  間 に リ ン ク が 存 在 す れ ば  

1ij jia a= =  となり，リンクが存在しなければ  

0ij jia a= =  となる．接続行列  A  の固有値を  

iλ  (1 i N≤ ≤ ) とすれば，スペクトル密度  ( )kρ  

は 次 式 で 定 義 さ れ る （ Albert, and Barabasi, 

2002）．   

 
1

1( ) ( )
N

j
jN

ρ λ δ λ λ
=

≡ −∑         (8) 

ノード数  N ，平均次数  k ，リンクの接続確

率  p  の時，ランダムネットワークのスペクト

ル密度  ( )kρ  は，次式で与えられることが知ら

れている（Albert, and Barabasi, 2002）．   

 

24 (1 )
if 2 (1 )( ) 2 (1 )

0 otherwise

Np p
Np p

Np p
λ

λρ λ π

 − −
| |< −= −




 (9) 

企業間の取引関係ネットワークのスペクト

ル密度  (2005 年第一四半期の  場合 ) を図  7 

に示す．図  7 は， λ  を変化させた時のスペク

トル密度  ( )ρ λ  を示している．この図より，企

業間の取引関係ネットワークのスペクトル密

度は，ランダムネットワークのスペクトル密度

と大きく異なっていることが分かる．  0λ =  

において大きなピークが存在し，また  1λ =  に
おいて小さなピークが存在するが，その他の領

域では非常に小さな値を取っている．これは例

えば，タンパク質の相互作用ネットワークのス

ペクトル密度（Aguiar, and Bar-Yam, 2005）と類

似している．  

図  7． 企業間の取引関係ネットワークのスペク

トル密度  (点線はランダムネットワークの場

合 ) 

 

3．5 構造的優位性  

文献（安田，1992）では，産業をノードとし，

産業間の取引関係をリンクとした，産業間の取

引関係ネットワークにおいて，「構造的優位

性」と呼ばれる指標を提案している．構造的優

位性とは，産業間の取引関係ネットワークにお

いて，ある産業が，その他の産業と比較して  (ネ

ットワーク構造的に ) どの程度有利な位置にい

るかを示すものである．日本の産業連関表（全

国統計協会連合会，2004）のデータをもとに，

産業間の取引関係ネットワークを構築し，構造

的優位性と，各産業が得ている利益との関係を

調査している．その結果，構造的優位性の高い

産業は，低い産業と比較して，より利益を得る

傾向があることを示している．  

本稿では，文献（安田，1992）で提案されて

いる構造的優位性の考え方を応用し，企業間の

取引関係ネットワークにおいて，各企業の構造
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的優位性を示す指標を提案する．さらに，企業

間の取引関係ネットワークから求まる構造的

優位性と，企業の株価指標や収益財務指標との

関係を明らかにする．具体的には，株価指標と

して，純資産倍率  (PBR)，株価収益率  (PER)，

株式益回り，配当利回り，一株利益，一株配当

および一株純資産を用いる．また，収益財務指

標として，株主資本利益率  (ROE)，総資本利益

率  (ROA)，株式資本比率，時価総額および発行

済株式数を用いる．  

各企業の株価指標と収益財務指標および構

造的優位性の計算には，2005 年第一四半期の

データを使用した．以下では，紙面の都合上，

純資産倍率  (PER)，一株利益，株式資本利益率  

(ROE)，総資本利益率  (ROA) および時価総額の

結果のみを示す．  

2 章では，企業間の取引関係ネットワークを，

無向グラフとして表現した．構造的優位性を求

めるために，以下では企業間の取引関係ネット

ワークを有向グラフとして表現する．これは，

どの企業が，どの企業を主要取引先と考えてい

るか  (逆に言えば，どの企業が，どの企業によ

って主要取引先と考えられているか ) によって

構造的優位性を決定するためである．すなわち，

企業  A が企業  B を主要取引先と考えており，

企業  B が企業  A を主要取引先と考えていな

い場合，企業  B は企業  A よりも優位な立場に

あると考えられるからである．  

そこで，企業間の取引関係ネットワークにお

けるリンクの定義を変更する．企業  A の主要

取引先に企業  B が含まれる  (つまり， 企業  A 

→  企業  B に取引関係が存在する ) 場合，  企

業  A →  企業  B のリンクが存在すると定義

する．  

この時，企業間の取引関係ネットワークにお

ける，企業  i  の構造的優位性  iC  を次式で定

義する．  

 ( 1)ji ji
j i

C Cζ
≠

≡ +′∑          (10) 

ただし， jC′  は企業  j  の構造的優位性の近

似値であり，  

 

 ( 1)I
j kj k

k j

kC ζ
≠

≡ +′ ∑           (11) 

と定義する．ここで，
I
ik  はノード  i  の入次

数である．また， ijζ  は，ノード  i  からノード  

j  にリンクが存在する場合は  1 となり，それ

以外の場合は  0 となる．  

式  (10) は，
I
jk  が大きいほど，つまり， (企

業  i  を主要取引先と考えている ) 企業  j  が

他の多くの企業によって主要取引先と考えら

れているほど，企業  i  の構造的優位性が高く

なることを意味している．  

各企業の構造的優位性と株価収益率  (PER)，

一株利益，株主資本利益率  (ROE)，総資本利益

率  (ROA)，時価総額との関係を示した散布図， 

図 8 から図  12 にそれぞれ示す．  

さらに，本稿では，構造的優位性と各指標の

相関関係の強さを定量的に表すため，相関の強

さを示す相関係数を用いる．n  を標本数とする

と， (1 )iX i n≤ ≤  と  (1 )Y i n≤ ≤  の相関係数  r  

は次式で定義される（鳥居，2001）．  

 1

2 2
1 1

( )( )

( ) ( )

n
i ii

n n
i ii i

X x Y y
r

X x Y y
=

= =

− −
=

− −

∑
∑ ∑

    (12) 

ここで， x ， y  はそれぞれ  iX ， iY  の平均

値である．  
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図  8．  企業の構造的優位性と株価収益率  

(PER) の関係  (相関係数  0 021r = . ) 

図  9．  企業の構造的優位性と一株利益の関係  

(相関係数  0 032r = . ) 
 

まず，企業間の取引関係ネットワークの構造

的優位性と，  企業の株価指標との関係に注目

する．図  8 より，企業の構造的優位性と株価

収益率  (PER) には，相関係数  0.021 から分か

るように，ほとんど相関がないことが分かる． 

また，図  9 より，企業の構造的優位性と一株

利益  にも， 相関係数  0.032 から分かるように，

ほとんど相関がないことが分かる．   

図  10．  企業の構造的優位性と株主資本利益率  

(ROE) の関係  (相関係数  0 019r = . ) 

図  11．  企業の構造的優位性と総資本収益率  

(ROA) の関係  (相関係数  0 047r = − . ) 

図  12．  企業の構造的優位性と時価総額の関係  

(相関係数  0 47r = . ) 

 

次に，企業間の取引関係ネットワークの構造

的優位性と，企業の収益財務指標との関係に注

目する．図  10 および図  11 より，企業の構造
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的優位性と株主資本利益率  (ROE) および総資

本 利 益 率  (ROA) に つ い て も ， 相 関 係 数 が  

0.019 と  -0.047 から分かるように，ともにほと

んど相関がないことが分かる．一方，図  12 よ

り，企業の構造的優位性と時価総額には，相関

係数  0.47 から分かるように，比較的強い相関

があることが分かる（鳥居，2001）．すなわち，

企業間の取引関係ネットワークの構造的優位

性は，企業の時価総額と大きく関係していると

いえる．  

  なお、結果は省略するが、2004 年第一四半

期から第四四半期のデータを用いた時、企業を

業種別  (水産・農業・鉱業・建設，食品，繊維・

紙，化学・薬品，資源・素材，機械・電機，自

動車・輸送機，金融・商業，運輸・通信・放送・

ソフトウェア ) に評価した時も、同様な結果が

得られた。ただし、今後さらなる調査が必要で

ある。  

一般に，企業の価値を判断する基準の一つと

して時価総額が用いられている．企業間の取引

関係ネットワークの構造的優位性が，時価総額

と強い相関を持つということは，取引関係ネッ

トワークのトポロジ構造のみを利用して，各ノ

ードの価値を判断できる可能性があるという

ことを示唆している．  

今回，我々が対象とした企業間の取引関係ネ

ットワークでは，各ノード  (企業 ) の特性は企

業情報データベース等によって十分明らかに

されている．しかし，サイバーソサイエティ上

の取引関係ネットワークでは，必ずしも各ノー

ド  (個人や企業 ) の特性が明らかではないであ

ろう．このため，サイバーソサイエティ上にお

ける各ノードの価値を，ノード間の取引関係ネ

ットワークのトポロジ構造から推定できれば，

サイバーソサイエティ上での新しいサービス

創出に大きく寄与すると考えられる．  

 

4．まとめと今後の課題  

本稿では，現実の企業間の取引情報をもとに，

企業間の取引関係ネットワークを構築した．そ

して，ネットワーク分析手法を適用することに

より，企業間の取引関係ネットワークの，平均

距離，クラスタリング係数，次数分布，スペク

トル密度，構造的優位性を明らかにした．その

結果，企業間の取引関係のネットワークについ

て次の知見をえた． (1) 平均距離が  4.01 ～  

5.36 であり，ランダムネットワークと比較して，

ノードがより密接に関連していること， (2) ク

ラスタリング係数が約  0.07 であり，ランダム

ネットワークと比較して，ノードがグループ構

造を持つ傾向があるものの，他のソーシャルネ

ットワークと比較すると，ノードがあまりグル

ープ構造を持たない傾向があること， (3) 次数

分布の裾野部分がべき指数  2．06 のべき乗則に

従うこと，すなわちスケールフリー構造を持つ

こと，(4) スペクトル密度が  1λ =  で小さなピ

ークを持つが，その他の領域では非常に小さな

値を取ること， (5) 構造的優位性が企業の時価

総額と正の相関を持つことから，サイバーソサ

イエティにおける取引関係ネットワークの構

造的優位性から，個人の特性が推定できる可能

性がある．  

今後の課題として，企業間の取引関係ネットワ

ークの構造を再現できる，ネットワーク生成モ

デルの構築が挙げられる．また，本研究で得ら

れた，現実の企業間の取引関係ネットワークに

関する知見を元に，サイバーソサイエティにお

ける商取引や流通行為の効率性および利便性

を向上できる，新しいサービスの創出が挙げら

れる．  
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表 1． 企業間の取引関係ネットワークおよびソーシャルネットワークの特性 

 


